
原稿執筆依頼
原稿料の支払い

個人番号の提示

報酬等に係る

支払調書の提出
（個人番号・法人
番号を記載）

ＢＵＳＩＮＥＳＳ

事業主 税務署・市町村

被保険者資格取
得の届出などの
社会保険関係手
続き（個人番号・
法人番号を記載）

源泉徴収票の提
出（個人番号・法
人番号を記載）

有識者など

従業員

従業員の給与・福利厚生

個人番号

1234 ････
個人番号

1234 ････
個人番号

1234 ････

源泉徴収票
の作成

厚生年金保険
被保険者資格
取得届の作成

給与の支払い

年金・健康保険・雇用
保険などの保険料の
徴収

個人番号の提示

･･･ ･･･････ ･･･････ ････
･･･ ･･･････ ･･･････ ････

･･･ ･･･････ ･･･････ ････

個人番号

5678 ････
個人番号

5678 ････
個人番号

5678 ････

支払調書（イメージ）

支払を

受ける者 ○○太郎

1234･･････
氏名

個人番号

支払者

株式会社××

9999･･････
名称

法人番号

年金事務所
健康保険組合
ハローワーク

法人番号
9999･････････

被保険者資格取得届（イメージ）

番号一郎5678････

被保険者氏名個人番号

株式会社××

9999･･････
名称

法人番号

資格取得
年月日

25.4.1

××花子9876････ 25.4.1

雇用保険
被保険者
資格取得
届の作成

健康保険被保険者
資格取得届の作成

※現時点で想定される例であり、今後の検討過程で変更があり得る

事業者における番号の利用例



○ 個人番号利用事務実施者としてのもの
（１） 健康保険組合の実施する事務

（２） 企業年金の実施主体が実施する事務

○ 個人番号関係事務実施者としてのもの
→健康保険、雇用保険、年金などの場面で提出を要する書面に、従業員等の個人番号を記載。

二 全国健康保険協会又は健康保険組合 健康保険法による保険給付の支給又は保険料等の徴収に関する事務であって主務省令で定めるもの

社会保障分野

七十一 確定給付企業年金法（平成十三年
法律第五十号）第二十九条第一項に規定
する事業主等又は企業年金連合会

確定給付企業年金法による年金である給付又は一時金の支給に関する事務であって主務省令で定める
もの

七十二 確定拠出年金法（平成十三年法律
第八十八号）第三条第三項第一号に規定
する事業主

確定拠出年金法による企業型記録関連運営管理機関への通知、企業型年金加入者等に関する原簿の記
録及び保存又は企業型年金の給付若しくは脱退一時金の支給に関する事務であって主務省令で定める
もの

○ 個人番号関係事務実施者としてのもの
→税務署に提出する法定調書等に、従業員や株主等の個人番号を記載。

税分野

法定調書 提出者 根拠条文（所得税法）

給与所得の源泉徴収票 給与等の支払をする者 第226条第1項

退職所得の源泉徴収票 退職手当等の支払をする者 第226条第2項

報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書 報酬、料金、契約金又は賞金の支払をする者 第225条第1項第3号

配当、剰余金の分配及び基金利息の
支払調書

利益の配当、剰余金の分配又は基金利息の支払をする法人 第225条第1項第2号

不動産の使用料等の支払調書 不動産の使用料等の支払をする法人及び不動産業者である個人 第225条第1項第9号

不動産等の譲受けの対価の支払調書 居住者又は内国法人に対し譲渡対価の支払をする法人及び不動産業者である個人 第225条第1項第9号

※一般の民間企業（非金融機関）の場合

※別表第一

事業者における個人番号の利用場面


